


１．議 決

議会に与えられた権限の中で最も重要なもので、

・条例の制定・改廃

・予算の決定

・決算の認定

・一定金額以上の契約の締結

など、県政の重要な事柄に関しては、全て県議会の議決が必要です。

２．同 意

副知事、監査委員、教育委員、公安委員、人事委員、収用委員など、知事が県の重要な地位につく人を選任、任命するとき

は、議会の同意が必要です。

３．調査と検査

県の仕事が、県議会の決定に従って適正に行われているかどうかを調査、検査します。

４．選 挙

議長、副議長のほか、選挙管理委員などの選挙を行います。

５．意見書、決議

県民の福祉の向上や利益につながることについて、国などに意見書を提出したり、国政や社会問題などについて、議会の

意思を明らかにするために決議を行ったりします。

６．請願、陳情

議会に提出された請願を審査し、内容が適当と認められるものは採択して、県政に反映されるように努めます。

また、陳情に関しても、請願同様、県政に反映されるよう努めます。 高知県議会ホーム
ページより作成 2



高知県議会ホーム
ページより作成

※ ２４年自治法改正で、条例で定めるところにより、定例
会・臨時会の区分を設けず、通年の会期とすることが可能
となった。
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※常総市HPより
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高知県議会ホーム
ページより作成
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cf.国会議員の場合
立法事務費
（文書通信交通滞在費）

○ 議員数（平成25年12月31日現在）

○ 市区
812市区、 20,151人
平均24.8人

○ 町村
930町村、 11,590人
平均12.5人

○ 都道府県
47都道府県、 2,735人
平均58.2人
※ いずれも定数

地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調等

○ 定数は、条例で定める。（法§90）

○ 政務活動費（法§100⑭～⑯）
条例の定めるところにより、議員の調査研究その

他の活動に資するため必要な経費の一部として、政
務活動費を交付することができる。

※ 交付の対象は会派又は議員
※ 条例により、交付の対象、額及び交付の方法並

びに政務活動費を充てることができる経費の範囲
を定める。

※ 交付を受けた会派又は議員は、当該政務活動費
に係る収入及び支出の報告書を議長に提出する。

※ 議長は、使途の透明性の確保に努める。
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・公聴会の開催、参考人の招致
（本会議・委員会）
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 96条2項の規定に基づき議会の議決事件を定めている議会

39都道府県 56件

672市町村 833件

議決事件に定めている主な内容

都道府県：長期計画や基本方針等の策定、条例外定数 等

市町村：総合計画や基本方針等の策定、定住自立圏構想協定の締
結等、復興基本計画等の策定、市町村立小中学校の統廃
合、名誉市民・町民等の認定、姉妹都市協定の締結、市民
憲章・宣言の締結 など

※総務省「地方自治月報 第56号」より
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※ 出頭等は調査のため特に必要がある場合に限定
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 検査権

県 ０件、市町村９０件（４１団体）

 調査権

県 １件、市町村５４件（４９団体）

※平成21年度～平成23年度までの３か年の状況
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◎辺野古埋め立て「適切」「撤回を」＝百条委、両論併記で決
着―沖縄県議会

沖縄県議会の「百条委員会」は１４日、米軍普天間飛行場
（宜野湾市）移設先の名護市辺野古沿岸部埋め立てを承認し
た仲井真弘多知事の判断に対する最終報告書を全会一致で
まとめた。埋め立て承認を「適切であった」とする与党自民党
の見解と、判断に至る経緯が不透明で「撤回されるべきだ」と
の社民、共産両党など野党の見解が併記された。

百条委は地方自治法に基づく調査権限を持つ。２月の設置
以来、知事や県幹部から事情聴取して判断が適切だったか
検証を行ってきた。県議会最終日の１５日の本会議に最終報
告書を提出する。

野党側は、埋め立て承認は政府・自民党の意向を受けた政
治判断だと追及したが、知事は「法律にのっとり結論に達し
た」との主張を貫いた。

県議会与党の公明党は辺野古移設に反対の立場だが、自
民党との関係に配慮し文案作成には加わらなかった。（了）

H26/7/14 時事通信社



（いずれも任意設置）
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 議会は、多様な民意を反映しつつ、団体意思の決定を行う機能と、執行機関
の監視を行う機能を担っているが、十分にその役割を果たしていないのでは
ないかなどの指摘がなお見られるところである。

 地方分権の進展等に伴い、地方公共団体の処理する事務は今後さらに増大
するとともに、事務の処理に当たっても、条例により自主的に定めることので
きる範囲が拡大するなど、地方公共団体の責任領域が拡大するものと考え
られ、議会機能のさらなる充実・強化が求められている。

※28次地方制度調査会「地方の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方
に関する答申」

議会の現状については、民意の反映の側面からは、議員構成が多様な民意を
反映するものとなっていない、住民参加の取組が遅れているといった指摘、ま
た監視機能の側面からは、行政改革や公金支出への監視が十分でないなど
の指摘のほか、議員定数が多すぎる、報酬が高すぎる、透明性が低いなどの
指摘もある。
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 条例により、定例会・臨時会の区分を設けず、通年の会期とすることができる。

 議長等による臨時会の招集請求に対して長が招集しないときは、議長が、臨
時会を招集することができる。

 委員会に関する規定を簡素化、選任方法等を条例に委任する。

 本会議でも公聴会の開催、参考人の招致を可能に。

 現在条例又は予算に関する議決について異議があるときにできることとされ
ている再議について、対象を全ての議決に拡大。

 専決処分の対象から副知事又は副市町村長の選任の同意を除外。

 条例・予算の専決処分について議会が不承認としたときは、長は必要と認め
る措置を講じ、議会に報告。
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第３１次地方制度調査会 第１回専門小委員会（5月28日開催）及び第２回専門小委員会（６月２日開催）における主な議論より



 議会事務局は、都道府県は必置、市町村は任意設置

（138条）

 議会には、議員の調査研究に資するため、図書室を附置

（100条18項）

第29次地方制度調査会答申

「地方公共団体の自主的な政策立案の範囲が拡大するとともに、
その処理する事務も複雑化・高度化してきていることから、議会
の政策形成機能や監視機能を補佐する体制が一層重要となる。
政策立案や法制的な検討、調査等に優れた能力を有する事務
局職員の育成や、議会図書室における文献・資料の充実など議
会の担う機能を補佐・支援するための体制の整備・強化が図ら
れるべきである。」 20



資料は主に総務省作成
資料、地方制度調査会
提出資料より作成



地方公共団体の行政的事務を管理執行する機関
であって、みずから地方公共団体の意思を決定し、
外部に表示する権限を有するもの

↔議事機関（議会）

・長（都道府県知事、市町村長）

・委員会・委員（教育委員会、監査委員等）
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→執行機関法定主義

職員が置かれる（法§１７２）。
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概括列挙主義
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→執行機関の多元主義

→執行機関一体性の原則
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 憲法・自治法に長の多選を制限する規定なし

 長の多選の弊害

長に権限が集中するため、多選が実現しやすい

多選の場合、オール与党化しやすい

部局内で長に疑問、批判が難しくなり、権限の濫用が生じやすい

 「長の多選問題に関する調査研究会報告書」（2007年5月）

→ 多選の制限は必ずしも憲法に違反しない（選挙の実質的な競争性
の確保は、選挙民の政策選択の幅を広げることにつながる）

首長の多選制限は法律で定めることが必要

 「神奈川県知事の在任の期数に関する条例」（平成19年条例44号）

→ 知事の在任期数を連続三期までに制限

施行は別に条例で定める日から
12



 教育委員会、農業委員会については自治体が選択できるようにすることが適当
（第28次地方制度調査会答申）

→ 住民から直接選出された長が責任を持つことが求められているにもかかわ
らずこの要請を満たすことができない行政分野が生じている状況を改善し、
また、地方行政の総合的、効率的な運営や組織の簡素化を図る

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（平成19年）
条例の定めるところにより、地方公共団体の長が、
スポーツに関すること（学校における体育に関することを除く。）
文化に関すること（文化財の保護に関することを除く。）

のいずれか又はすべてを管理・執行することとできる。

 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（平成２６年）
 教育委員長と教育長を一本化した新たな責任者（新教育長）を置く。

 新教育長は、首長が議会同意を得て、直接任命・罷免（任期３年）、教育委員会の会務
を総理し、教育委員会を代表

 首長は、総合教育会議を設ける。会議は、首長が招集し、首長、教育委員会により構
成。首長は、総合教育会議において、教育委員会と協議し、教育の振興に関する施策
の大綱を策定
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★◎教委改革法が成立＝新教育長創設、首長の権限強化

自治体の教育委員会制度を改革するための改正
地方教育行政法が、１３日の参院本会議で与党など
の賛成多数で可決、成立した。現行の教育長と教育
委員長を統合した新「教育長」の創設や、首長が主
宰する「総合教育会議」の設置が柱。首長の権限を
強化、首長と新教育長の責任を明確化し、いじめ問
題など緊急事態の発生時にも的確に対応できるよう
にする。２０１５年度から施行する。
新教育長は教委の代表者と位置付けられる。首長

が議会の同意を得た上で直接任免するため、教育
行政に首長の意向を反映させやすくなる。任期は
現行の最長４年から３年に縮め、首長が１期４年の
任期中に最低１回は人事権を行使できるようにする。

首長は総合教育会議で、学校統廃合や小中連携などについて教委メンバーと協議し、
教育行政の基本方針を決める。教科書採択や教職員人事などに関する執行権は、教育
の政治的中立性に配慮して引き続き教委に残す。

また、いじめ自殺など児童・生徒の生命や身体に被害が生じる恐れがある場合には、文
部科学相が教委に対策を講じるよう指示できるようになる。（了）

2014/6/13 時事通信
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◎農地売買許可、市に移譲＝農業委が合意―兵庫・養父

国家戦略特区の農業特区に指定された兵庫県養父市で２７日、農地売買など農
地の権利移動の許可業務を農業委員会から市に移譲することが決まった。農業委
が持つ権限の移譲は、耕作放棄地の解消を目指す特区の目玉施策の一つ。

これまで市は特区スタートに向け、農業委に対し、農地の売買や賃貸借の許認可
を迅速化するため、農業委が持つ許認可権限の市への移譲を求めてきた。農業委
は同日夕に臨時総会を開き、市が許可業務を行う際には「農業委に農地の情報を
確認し、意見を聞くこと」を条件に、合意した。

会見した農業委の大谷忠雄会長は、「農業を何とか活性化させたいという思いは
市もわれわれも共通。今後も市と共に努力していく」と語った。広瀬栄市長は今回
の決定を受け、「農地の流動化をしやすくし、企業や農業生産法人などの新規参入
を推進する」と特区指定による農業活性化に意欲を示した。（了）

2014/6/27 時事通信
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→副知事・副市長の選任の同意は除外
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長と議会の均衡がとれない場合、議会は長に対する不信任案
を提出し、議決できる。

これに対し、長の対抗措置として、議会の解散権を認めている。

不信任議決は、長に対してしかできない。

不信任議決に対して議会を解散したのち、新たに招集された議
会において、再度不信任議決がなされた場合には、長は自動
的に失職する。

※実例

都道府県：長野県（２００２）、徳島県（２００３）

市町村の事例は多数：阿久根市（２００９）
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 長が異議のある議決や越権・違法な議決等に対して、再度
の議決を議会に求める制度

 一般の再議（一般的拒否権、176条1項～3項）

長が異議のある議決に対する再議。対象は議決一般

条例・予算の場合の再議決要件は２／３、それ以外は過半数

特別の再議（特別拒否権）

越権・違法な議決に対する再議（176条4項～8項）

義務費の削除減額議決に対する再議（177条1項１号、2項）

非常災害対策又は感染症予防費の削除減額議決に対する
再議（177条1項2号、4項） 19



 法律の規定による専決処分（179条）

「議会が成立しないとき」、 「議会の議決すべき事件について特に緊急を要す
るため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めるとき」、
「議会が議決すべき事案を議決しない」

 長は、次の会議で議会に報告し、その承認を求めなければならない。

 議会の承認が得られない場合も処分の効力に影響がないと解されている。

副知事・副市長の選任の同意については、対象から除外

条例・予算の専決処分について不承認のときは、長は必要と認める措置を
講じ、議会に報告

 議会の委任による専決処分（180条）

「議会の権限に属する軽易な事項で、その議決により特に指定したもの」

 長は、議会に報告しなければならない。
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 ＜阿久根市長＞専決処分を“乱発” 議員報酬日当制など専決 ２０１０年６
月１９日付毎日新聞

鹿児島県阿久根市の竹原信一市長は１８日、市議のボーナスを廃止し、議員
報酬を従来の月給制から議会出席ごとに支払う日当制にするなど、３件の条
例改正を専決処分した。市長はこれまでに市長と市職員の賞与を半減する条
例改正や、花火使用を制限する条例も専決処分している。専決処分の“乱発”
に、反市長派議員らは「異常だ。市民による市長リコール運動をけん制するの
が狙いだ」と批判。県に２２日、市長の市政運営に是正勧告するよう要請する
方針。

（中略）

地方自治法は緊急を要する際に、首長の専決処分を認めているが、市長は６
月市議会を招集していない。浜之上大成議長は「今のままでは地方自治体の
２元代表制が崩壊する。議会も開かれないから審議ができない」と憤っている。
【馬場茂】
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 条例により、定例会・臨時会の区分を設けず、通年の会期とすることができ
る。

 議長等による臨時会の招集請求に対して長が招集しないときは、議長が、
臨時会を招集することができる。

 委員会に関する規定を簡素化、選任方法等を条例に委任する。

本会議でも公聴会の開催、参考人の招致を可能に。

 現在条例又は予算に関する議決について異議があるときにできることとさ
れている再議について、対象を全ての議決に拡大。

 専決処分の対象から副知事又は副市町村長の選任の同意を除外。

条例・予算の専決処分について議会が不承認としたときは、長は必要と認
める措置を講じ、議会に報告。
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